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親会社株主に帰属する当期純利益
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項目 単位

温室効果ガス（GHG）排出量（SBT基準に基づく）

環境指標※1

人材指標

 うちScope2

 うちScope3

エネルギー消費量

水使用量（取水量）

廃棄物排出量

従業員数（連結）

 うち三井不動産（株）単体

女性管理職比率（単体）

女性総合職比率（単体）

水使用量（排水量）

 うちScope1

t/年

人

人

%

日

人

千m3/年

千m3/年

千㎘（原油換算）/年

4,382,569 4,806,195

6,023 6,742

5,595 5,539

19,081 20,864

1,577 1,631

2.5 3.3

27（84.4%） 25（61.0%） 28（70.0%）

有給休暇取得日数

人 15（100.0%）10（100.0%）13（100.0%）

育児休業取得者数（比率）　男性（単体）

育児休業取得者数（比率）　女性（単体）

% 100.0 100.0 100.0育児休業取得者の復帰率（単体）

% 99.5 99.8 99.5健康診断・人間ドック受診率（単体）

% 0.77 0.53 0.51フルタイム従業員の自己都合離職率（単体）

%

9.3 11.0 12.5

104,386

413,118

268.8 274.6

47,271 47,188

14.1 14.9

5,773

4,374

23,992

1,776

4.5

116,723

380,041

3,865,065 4,309,432

265.4

39,019

13.8

※1 集計範囲・方法の見直し等により数値が変動する可能性があります。
※2 数値が確定次第更新・追記いたします。
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当連結会計年度の日本経済は、新型コロナウイルス感染症の拡

大により、経済活動が大幅に制限され、個人消費が縮小するととも

に、インバウンド需要が消失し、観光、外食業界を中心に幅広い産業

が打撃を受け、企業収益が悪化するなど、きわめて厳しい状況が続

きました。

当不動産業界では、オフィス賃貸事業については、総じて堅調に

推移しましたが、企業業績の不透明感や、テレワークの普及等オ

フィスワーカーの働き方に変化がみられたことなどにより、空室率

の上昇傾向がみられました。商業施設賃貸事業については、期初の

緊急事態宣言下で、感染拡大防止のために休業した影響等により

売上が下振れしましたが、郊外型の施設を中心として一時的に持ち

直しの動きもみられました。ホテル施設運営事業については、訪日

外国人数が大幅に減少したことに加え、外出や出張の自粛等により

売上が大幅に下振れし、厳しい状況となりました。住宅分譲事業に

ついては、期初の販売活動休止の影響もあり供給戸数が減少しまし

たが、住環境に対する関心の高まりやニーズの多様化、低金利の継

続等により、顧客の購入意欲は依然として高い状況にあり、マー

ケットは堅調に推移しました。また、不動産投資事業については、実

体経済の不透明感から第1四半期において様子見の傾向がみられ

たものの、第2四半期以降は緩和的な金融環境のなかで拡大傾向が

続きました。

このような事業環境のもと、当社グループにおいては、人命を守る

ために感染拡大防止に積極的に協力するという観点から、商業施設

およびホテルの休館など、企業の社会的使命を果たす取り組みを行

うとともに、新型コロナウイルス感染症による人々のくらし方や働き

方の構造的な変化に対応すべく、法人向け多拠点型シェアオフィス

「ワークスタイリング」の拠点拡大、リアル店舗共生型ECモール「＆

mall」事業の加速、ホテル客室のテレワーク利用等に取り組むなど、

グループ長期経営方針「VISION 2025」に基づき、新たな価値創造

に取り組んできました。

当社グループは、「街づくりを通して、持続可能な社会の構築を実

現」に向けてさまざまな社会課題の解決に寄与することがデベロッ

パーの社会的使命であると認識しており、「環境負荷低減」と「人材

活躍」の分野において新たに数値目標を設定しました。とくに、脱炭

素社会の実現に向けて、グループ全体の温室効果ガス（GHG）排出

量を2050年度までにネットゼロとする目標を定めました。電気と熱

を安定供給するスマートエネルギープロジェクトを、日本橋エリア

に加え、豊洲エリアにおいても稼働させ、供給エリア全体のCO2排出

量を日本橋エリアで約30％、豊洲エリアで約20％削減するととも

に、オフィスビル等の使用電力に再生可能エネルギーを組み入れて

グリーン化を図るなど、積極的に省エネルギーや再生可能エネル

ギーの活用に関する取り組みを進めてきました。

さらに、八重洲エリアにおけるスマートエネルギープロジェクト

や、日本橋における木造17階建ての高層オフィスビル計画など、環

境を重視した取り組みを一層推進してきました。併せて、企業等に

対して気候変動リスクと機会に関する情報開示を推奨する気候関

連財務情報開示タスクフォース「TCFD」の提言に基づく情報開示

を行いました。また、社会のニーズの変化に対応し、新たな価値創造

を実現するため、女性管理職比率を2025年度までに10％、2030年

度までに20％とすることを目標として定め、多様な価値観・才能・ラ

イフスタイルを持った人材が、それぞれの持てる力を最大限に発揮

するための取り組みを進めてきました。

これらのさまざまな取り組みの結果、当社グループの連結業績に

ついては、期中に公表した連結業績予想と比較すると、経常利益は

１億円下回りましたが、営業収益は575億円、営業利益は37億円、

親会社株主に帰属する当期純利益は95億円業績予想を上回る結

果となりました。

事業環境と営業概況
年度

非財務ハイライト 財務分析（2020年度）詳細は、「ESG Report 2021」をご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/esg_csr/
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